
様式目次

　様式第１号　質問書
　
　様式第２号　参加表明書

　様式第３号　会社概要調書（入札参加資格あり）

　様式第４号　会社概要調書（入札参加資格なし）

　様式第５号　業務実績調書

　様式第６号　業務実施体制

　様式第８号　辞退届

　様式第10号　企画提案書等提出届

　様式第16号　暴力団排除に関する誓約書

















（様式第１号）
令和　　年　　月　　日

周防大島町病院事業局
病院事業管理者　石 原 　得 博　　様


質　問　書

周防大島町病院事業局公営企業会計システム導入業務における公募型プロポーザルについて、以下のとおり質問書を提出します。

	商号又は名称
	

	連絡責任者
	部署名
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	Ｅメールアドレス
	



	№
	項　目
（書類名称・ページ・項目等）
	質問事項

	
１

	


	



	
２

	


	



	
３

	


	




注１：質問書を、電子メールに添付し、zaisei＠suo-kouei.comへ送付して下さい。
注２：件名は「周防大島町病院事業局公営企業会計システム導入業務に関する質問書【事
業者名】」と記載して下さい。
注３：電子メール送信後に電話で必ず受信確認を行って下さい。






（様式第２号）

令和　　年　　月　　日

周防大島町病院事業局
病院事業管理者　石 原 　得 博　　様


住所又は所在地
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　㊞


参加表明書


周防大島町病院事業局公営企業会計システム導入業務に係る公募型プロポーザルについて、参加を表明するとともに、関係書類を提出します。
なお、当社は、実施要領に掲げる参加資格の要件を満たしていること及び記載内容を遵守することを誓約します。

記

１　業務名
周防大島町病院事業局公営企業会計システム導入業務

２　担当者連絡先
所　　属：
住所又は所在地：
（参加表明書の住所又は所在地と異なる場合のみ記載のこと。）
氏　　名：
電話番号：
E-mail：



（様式第３号）

会社概要調書

（令和　年　月　日現在）
	商号又は名称
	
	代表者名
	

	住所又は所在地
	〒



	支店等の
住所又は所在地
	〒



	ホームページ
URL
	

	担当部署
	部署名
	

	
	責任者
	

	
	連絡先
	電話 ： 
FAX ： 

	
	E—mail
	

	設立年月日
	　　　年　月　日
	資本金：　　　千円
	従業員数：　　人

	業務内容
	
















注１：支店等の住所及び所在地の欄は、支店等に本業務の権限を委任する場合に記入して下さい。
注２：会社のパンフレット等、会社の概要が分かるものがあれば併せて提出して下さい。

（様式第４号）

会社概要調書

　（令和　年　月　日現在）
	商号又は名称
	

	住所又は所在地
	

	代表者職・氏名
	

	設立年月日
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　千円

	売上高（直近決算）
	　　　　　　　　　　　千円

	支店名及び住所
（本社以外の支店等が本業務を担当する場合）
	〒



	会社沿革
	




	従業員数、有資格者の人数等（できるだけ直近のものを記載）
	



（令和○年○月○現在）

	企業の保有資格（取得しているISOを記載）
	





	事業内容
	





注１：本町の入札参加資格者名簿に登録されていない場合は、本様式を提出して下さい。
注２：証拠書類として、資格認証の写しを添付して下さい。
注３：会社のパンフレット等、会社の概要が分かるものがあれば併せて提出して下さい。
（様式第５号）

業務実績調書
１．令和２年度以降の同種又は類似業務実績を記入して下さい。
	１
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年　月　日　～　年　月　日

	
	契約金額
	円（税込）

	
	業務概要
	



	２
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年　月　日　～　年　月　日　　　

	
	契約金額
	円（税込）

	
	業務概要
	



	３
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年　月　日　～　年　月　日

	
	契約金額
	円（税込）

	
	業務概要
	



	[bookmark: _Hlk212209991]４
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年　月　日　～　年　月　日

	
	契約金額
	円（税込）

	
	業務概要
	




２．令和２年度以降の同種又は類似業務実績を記入して下さい。
	５
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年　月　日　～　年　月　日

	
	契約金額
	円（税込）

	
	業務概要
	




[bookmark: _Hlk211521905]注１：同種業務を優先して記載して下さい。（５件以内）
注２：業務実績を証明することができる書類を添付して下さい。（様式は任意）


























（様式第６号）

業務実施体制
〈配置予定者〉
	担当者名
	所属・役職名
	担当業務の内容
	経験
年数

	業務責任者
	
	
	
	年

	主務担当者
	
	
	
	年

	担当者
	
	
	
	年

	担当者
	
	
	
	年

	業

務

責

任

者
	取　得　資　格

	
	保有資格
	部　門
	取得年月日

	
	・
・
・
	


	年　　月　　日
年　　月　　日
年　　月　　日

	
	業務経歴等（同種又は類似業務）

	
	業　務　名
	受託年度
	役割
	発注者
	業務概要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	手持ち業務の状況（令和○年○月○日現在）

	
	業　務　名
	受託金額
	役割
	発注者
	履行期間

	
	
	
	
	
	年　月　日～
年　月　日


注１：本業務遂行において必要と思われる保有資格をすべて記載して下さい。
注２：保有資格が確認できる書類を添付して下さい。
注３：業務責任者の同種又は類似業務の実績過去５年を記載して下さい。なお、同種業務を
優先して記載して下さい。（５件以内）
（様式第８号）

令和　　年　　月　　日

　周防大島町病院事業局
病院事業管理者　石 原 　得 博　　様


住所又は所在地
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　㊞

 辞　退　届

周防大島町病院事業局公営企業会計システム導入業務公募型プロポーザル実施要領に基づき参加表明書（又は企画提案書）を提出しましたが、都合により参加を辞退します。









〔連絡担当者〕
	所    属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E—mail
	







（様式第10号）

企画提案書等提出届

令和　　年　　月　　日

周防大島町病院事業局
病院事業管理者　石 原 　得 博　　様


住所又は所在地
商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　㊞


周防大島町病院事業局公営企業会計システム導入業務プロポーザルについて、公告及び実施要領等の内容を承諾した上で、参加を表明するとともに、次のとおり関係書類を提出します。
なお、参加資格の要件を満たしていること及び提出書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。


〔提出書類〕
	書類（様式）
	備　考

	企画提案書（任意様式）
	正本１部、副本９部

	参考見積書及び内訳書（任意様式）
	正本１部







〔連絡担当者〕
	所    属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E—mail
	



（様式第16号）
暴力団排除に関する誓約書

令和    年    月    日　
　病院事業管理者　石 原 　得 博　 様
申請者　住所
商号又は名称
代表者氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先　　　　　　　　　　　　）
　周防大島町建設工事等入札参加資格者に係る指名停止等措置要領別表措置基準第16号から第22号までに該当しないことを誓約します。
　また、入札参加資格取得後においては、同基準第16号から第22号までに該当する行為を行わないことを併せて誓約します。

	（周防大島町建設工事等入札参加資格者に係る指名停止等措置要領別表措置基準抜粋）
（暴力団排除）
16　役員等又は有資格業者の経営に事実上参加している者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。) 第２条第２号に規定する団体（以下「暴力団」という。）又は暴力団対策法第２条第６号に規定する者（以下「暴力団員」という。）又は暴力団の構成員ではないが、暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者及び暴力団に資金や武器を配給するなどして、その組織の維持、運営に協力し若しくは関与する者（以下「暴力団準構成員」という。）であるとき。
17　役員等が業務に関し、不正に暴力団又は暴力団員及び暴力団準構成員（以下「暴力団関係者」という。）を使用したと認められるとき。
18　役員等が、いかなる名義をもってするを問わず、暴力団又は暴力団関係者に対して金銭、物品その他財産上利益を不当に与えたと認められるとき。
19　役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
20　役員等が、暴力団又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人、組合等であることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。
21　町工事を施工するに当たり、暴力団又は暴力団関係者が経営又は運営に実質的に関与していると認められる会社等と知りながら、下請契約を締結したとき。
22　町工事を施工するに当たり、暴力団又は暴力団関係者が経営又は運営に実質的に関与していると認められる会社等と知りながら、資材・原材料の購入、機材の借入れ、又は産業廃棄物処理施設の使用をしたとき。



注　申請時においては、第16号から第20号までの規定中「役員等」とあるのは「申請者、申請者の役員及びその支店又は営業所（常時、建設工事等の請負契約を締結する事務所をいう。）を代表する者」と、第16号中「有資格業者の経営に事実上参加している者」とあるのは「申請者の経営に事実上参加している者」と、第17号中「使用した」とあるのは「使用している」と、第18号中「与えた」とあるのは「与えている」と、第21号中「締結した」とあるのは「締結している」と、第22号中「した」とあるのは「している」と読み替えるものとする。

